
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電動機の回転運動を直線運動に変換する 方法であって、
　 電動機の 回転する送りネジと、
　 送りネジ

　

　

　

　

送りネジと 雌ネジ を差動回転させることにより 推力
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動力伝達
前記 出力によって
前記 が軸方向に貫通して設けられ且つ前記送りネジと相対回転自在に設けられ

、前記送りネジの軸方向に沿った推力を負荷に伝達するための移動ケースと、
前記移動ケースの内部に配置され、前記送りネジの有効径よりも大きい有効径を有し前

記送りネジと偏心螺合して前記推力を発生する雌ネジと、
前記移動ケースの内部に設けられ、前記雌ネジを前記移動ケースに対し相対回転自在に

支持し、且つそれ自体が前記移動ケースに対して軸方向移動が可能に配置された軸受けと
、

前記移動ケースの内部に設けられ、前記軸受けを介して前記雌ネジを軸方向に付勢し、
無負荷時において前記雌ネジの片側の端面を前記移動ケースの内側面に押しつけるバネ要
素と、を設け、

前記電動機によって送りネジを回転させ、前記送りネジの回転によって前記雌ネジおよ
び前記移動ケースに前記推力を発生させ、前記移動ケースが負荷からの反力を受けて前記
雌ネジに発生する推力が前記バネ要素による付勢力よりも大きくなったときに、前記雌ネ
ジを前記移動ケースに対して軸方向に移動させることにより前記雌ネジの片側の端面を前
記移動ケースの内側面から離し、これによって前記雌ネジの前記移動ケースに対する相対
回転の拘束を解除し、前記 前記 と 前記



を させる、
　ことを特徴とする動力伝達方法。
【請求項２】
　電動機の回転運動を直線運動に変換する装置であって、
　電動機の出力軸に連結して回転する送りネジと、この送りネジの有効径よりも有効径が
大とな ネジと、 送りネジ 回転に対して 回転を拘束された移動ケースと、

移動ケース内で 雌ネジを回転自在に、しかも軸方向に滑動自在となるように半径方
向と軸方向 負荷を支持する軸受けと、 ケース内 雌ネジ 端面
に一体的に組み付けられたブレーキ板を ケースの に押しつけるバネ
要素 を有し、
　 送りネジは 移動ケースの両端カバーに設置された軸受けを貫通し、 送りネ
ジと 移動ケー 組み込まれた前記雌ネジ が偏心配置
　

　ことを特徴とする動力伝達装置。
【請求項３】
　 バネ要素の初期押し付け力を、 雌ネジの回転が拘束された状態で 送りネジ
の回転トルクによって 雌ネジを移動させる力以下とし、 バネ要素の最大たわみ時
のばね力を 雌ネジが回転して生ずる差動回転によって発生する推力よりも大きくした
、
　請求項２記載の動力伝達装置。
【請求項４】
　 送りネジ 多角形状 、
　請求項２または３記載の動力伝達装置。
【請求項５】
　前記移動ケース端面に、軸方向の 力を検出して電気信号に変換するための荷重変換部

一体的に設けられてなる、
　請求項２ないし４のいずれかに記載の動力伝達装置。
【請求項６】
　電動機の回転運動を直線運動に変換して負荷に伝達する動力伝達装置であって、
　前記電動機の出力によって回転する送りネジと、
　前記送りネジが軸方向に貫通して設けられ且つ前記送りネジと相対回転自在に設けられ
、前記送りネジの軸方向に沿った推力を負荷に伝達するための移動ケースと、
　前記移動ケースの内部に配置され、前記送りネジの有効径よりも大きい有効径を有し前
記送りネジと偏心螺合して前記推力を発生する雌ネジと、
　前記移動ケースの内部に設けられ、前記雌ネジを前記移動ケースに対し相対回転自在に
支持し、且つそれ自体が前記移動ケースに対して軸方向移動が可能に配置された軸受けと
、
　前記移動ケースに固定的に設けられ、前記雌ネジの 面が押しつけられたときに前記雌
ネジの前記移動ケースに対する相対回転を拘束するブレーキシューと、
　前記移動ケースの内部に設けられ、前記軸受けを介して前記雌ネジを軸方向に付勢し、
無負荷時において前記雌ネジの 面を前記ブレーキシューに押しつけるバネ要素と、
　を有し、
　前記移動ケースが負荷からの反力を受けて前記雌ネジに発生する推力が前記バネ要素に
よる付勢力よりも大きくなったときに、前記雌ネジが前記移動ケースに対して軸方向に移
動することにより前記 面が前記ブレーキシューから離れ、これによって前記雌ネジの前
記移動ケースに対する相対回転の拘束が解除され、前記送りネジと前記雌ネジとが差動回
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発生

る雌 前記 の 相対 前
記 前記

との 前記移動 に設けられ前記 の
前記移動 一方の内側面

と、
前記 前記 前記

前記 スに と されており、
前記移動ケースが負荷からの反力を受けて前記雌ネジに発生する推力が前記バネ要素に

よる押しつけ力よりも大きくなったときに、前記雌ネジが前記移動ケースに対して軸方向
に移動することにより前記ブレーキ板が前記移動ケースの一方の内側面から離れ、これに
よって前記雌ネジの前記移動ケースに対する相対回転の拘束が解除され、前記送りネジと
前記雌ネジとが差動回転するように構成されてなる、

前記 前記 前記
前記 前記

前記

前記 の前記電動機の出力軸に連結する部分の断面形状が である

推
が

端

端

端



転するように構成されてなる、
　ことを特徴とする動力伝達装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は回転運動を直線運動に変換する動力伝達方法と装置に関するもので、さらに詳
しくは、直線運動によって目的物体に対し必要な加圧力を与えるなどに利用されるもので
、静止状態から目的物体に当接するまでの移動中は、高速度で移動し、目的物体に接触あ
るいは目的物体を拘束した後はバネによる負荷力感応機構によって負荷力を検出し、設定
荷重以上になると自律的に移動速度を減少させ、なおかつ効率よく高推力を発生させるこ
とができる動力伝達方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　あらゆる産業分野で、目的物体を圧入したり、あるいはプレス加工したり、クランプし
たりするために、人力や空気圧シリンダ、電動機を動力とした装置が使用されてきた。
【０００３】
　小型プレス機を例にとると、人力を動力とするプレス機では、人力によってレバーハン
ドルを操作し、レバーハンドル軸に連結したピニオン歯車を回転させ、ラック軸に直進推
力を与える機構を採用しているものが多い。この機構以外にも、カム機構やリンク機構に
よって力を増幅して推力を得ている。人力を利用したプレス機は、簡単な機構と構造であ
ることから安価に製作できるが、プレス力は人力に依存するため安定した作業には不向き
であり、製造固定費の中で最も費用のかかる人件費を消費することになり、省人化、動力
化が求められている。これらの理由から、空気圧シリンダーや電動機を使用したプレス装
置が多く使われている。
【０００４】
　空気圧シリンダーを使用したプレス装置は、調圧した圧縮空気をシリンダーに供給すれ
ば安定した加圧力が得られ、機構も簡単であることから比較的安価に製作できるために多
く使用されている。しかしながら、動力源としての圧縮空気が必要となり、空気圧縮機の
設置が必要となる。また、圧入やかしめなどの作業に必要とされる動力は、作業位置での
加圧力と移動速度によって決まるが、空気圧シリンダーの推力はシリンダー断面積と供給
空気圧の積で決まってしまうために、動作位置に至る空走距離分の容積と戻り行程の容積
に相当する空気の圧縮エネルギーがむだに消費されることになる。
【０００５】
　電動機を使用したプレス装置においては、作業位置での加圧力を大きくするために減速
機などでモーター出力トルクを増幅した後に回転運動を直線運動に変換して必要推力を得
ている。しかしながら、単純に減速を行うだけでは回転数が小さくなり、前述の空走距離
の移動に時間がかかることになる。
【０００６】
　これまでに空気圧シリンダーや電動機を使った動力伝達装置において、エネルギー消費
やサイクルタイムを短縮する様々な方法や装置の開発が行われている。例えば、電動機を
利用した動力伝達機構として、特開平５－１６４２０９号の「回転運動を直進運動に変換
する動力伝達方法及び装置」（特許文献１）や、特開平１１－１５１６３２号の「工作機
械」（特許文献２）がある。
【特許文献１】特開平５－１６４２０９号公報
【特許文献２】特開平１１－１５１６３２号公報
【特許文献３】特開昭６１－１８００６４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上記発明で共通する技術は、空走距離の区間を高速低推力で移動させ、圧入やかしめな
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ど必要作業位置においてクラッチなどで減速機を切り換えて減速と推力増幅を行い、必要
加圧力を得る方法が示されている。これらの方法は、いずれも機構が複雑になり、安価な
装置を提供できる方法ではない。
【０００８】
　本発明は上述の問題に鑑みてなされたもので、簡単な機構で、自律的に直線移動の速度
切り換えと推力を増幅する手段によって安価な動力伝達方法及び装置を実現することにあ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る方法は、電動機の回転運動を直線運動に変換する 方法であって、

電動機の 回転する送りネジと、 送りネジ

送りネジと 雌ネジ を差動回転させることに
より 推力を させる動力伝達方法である。
【００１０】
　本発明に係る装置は、電動機の回転運動を直線運動に変換する装置であって、電動機の
出力軸に連結して回転する送りネジと、この送りネジの有効径よりも有効径が大とな
ネジと、 送りネジ 回転に対して 回転を拘束された移動ケースと、 移動ケー
ス内で 雌ネジを回転自在に、しかも軸方向に滑動自在となるように半径方向と軸方向

負荷を支持する軸受けと、 ケース内 雌ネジ 端面に一体的に
組み付けられたブレーキ板を ケースの に押しつけるバネ要素 を
有し、 送りネジは 移動ケースの両端カバーに設置された軸受けを貫通し、 送
りネジと 移動ケー 組み込まれた前記雌ネジ が偏心配置

動力伝達装置である。
【００１１】
　好ましくは、 バネ要素の初期押し付け力を、 雌ネジの回転が拘束された状態で

送りネジの回転トルクによって 雌ネジを移動させる力以下とし、 バネ要素の
最大たわみ時のばね力を 雌ネジが回転して生ずる差動回転によって発生する推力より
も大きくする。
【００１２】
　また、 送りネジ 、多角形状

。
【００１３】
　また、前記移動ケース端面に、軸方向の加圧力を検出して電気信号に変換するための荷
重変換部を一体的に設ける。
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動力伝達
前記 出力によって 前記 が軸方向に貫通して設けら
れ且つ前記送りネジと相対回転自在に設けられ、前記送りネジの軸方向に沿った推力を負
荷に伝達するための移動ケースと、前記移動ケースの内部に配置され、前記送りネジの有
効径よりも大きい有効径を有し前記送りネジと偏心螺合して前記推力を発生する雌ネジと
、前記移動ケースの内部に設けられ、前記雌ネジを前記移動ケースに対し相対回転自在に
支持し、且つそれ自体が前記移動ケースに対して軸方向移動が可能に配置された軸受けと
、前記移動ケースの内部に設けられ、前記軸受けを介して前記雌ネジを軸方向に付勢し、
無負荷時において前記雌ネジの片側の端面を前記移動ケースの内側面に押しつけるバネ要
素と、を設け、前記電動機によって送りネジを回転させ、前記送りネジの回転によって前
記雌ネジおよび前記移動ケースに前記推力を発生させ、前記移動ケースが負荷からの反力
を受けて前記雌ネジに発生する推力が前記バネ要素による付勢力よりも大きくなったとき
に、前記雌ネジを前記移動ケースに対して軸方向に移動させることにより前記雌ネジの片
側の端面を前記移動ケースの内側面から離し、これによって前記雌ネジの前記移動ケース
に対する相対回転の拘束を解除し、前記 前記 と

前記 発生

る雌
前記 の 相対 前記

前記
との 前記移動 に設けられ前記 の

前記移動 一方の内側面 と、
前記 前記 前記

前記 スに と されており、前記移動ケ
ースが負荷からの反力を受けて前記雌ネジに発生する推力が前記バネ要素による押しつけ
力よりも大きくなったときに、前記雌ネジが前記移動ケースに対して軸方向に移動するこ
とにより前記ブレーキ板が前記移動ケースの一方の内側面から離れ、これによって前記雌
ネジの前記移動ケースに対する相対回転の拘束が解除され、前記送りネジと前記雌ネジと
が差動回転するように構成されてなる

前記 前記
前記 前記 前記

前記

前記 の前記電動機の出力軸に連結する部分の断面形状は であ
る



【００１４】
　本発明に係る装置は、電動機の回転運動を直線運動に変換して負荷に伝達する動力伝達
装置であって、前記電動機の出力によって回転する送りネジと、前記送りネジが軸方向に
貫通して設けられ且つ前記送りネジと相対回転自在に設けられ、前記送りネジの軸方向に
沿った推力を負荷に伝達するための移動ケースと、前記移動ケースの内部に配置され、前
記送りネジの有効径よりも大きい有効径を有し前記送りネジと偏心螺合して前記推力を発
生する雌ネジと、前記移動ケースの内部に設けられ、前記雌ネジを前記移動ケースに対し
相対回転自在に支持し、且つそれ自体が前記移動ケースに対して軸方向移動が可能に配置
された軸受けと、前記移動ケースに固定的に設けられ、前記雌ネジの 面が押しつけられ
たときに前記雌ネジの前記移動ケースに対する相対回転を拘束するブレーキシューと、前
記移動ケースの内部に設けられ、前記軸受けを介して前記雌ネジを軸方向に付勢し、無負
荷時において前記雌ネジの 面を前記ブレーキシューに押しつけるバネ要素と、を有し、
前記移動ケースが負荷からの反力を受けて前記雌ネジに発生する推力が前記バネ要素によ
る付勢力よりも大きくなったときに、前記雌ネジが前記移動ケースに対して軸方向に移動
することにより前記 面が前記ブレーキシューから離れ、これによって前記雌ネジの前記
移動ケースに対する相対回転の拘束が解除され、前記送りネジと前記雌ネジとが差動回転
するように構成される。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、構成要素が少なく、単純な部品構成で直線速度と推力を自律的に切り
換える方法と装置を実現し、安価な動力伝達機構の製造を可能とする。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　図を使ってこの発明の実施形態を説明する。
【００１７】
　図１は本発明に係る実施形態の加圧力装置１の外観を示す斜視図、図２は加圧力装置１
の断面図、図３は本発明に係る実施形態のクランプ装置の外観を示す斜視図、図４は本発
明に係る実施形態のクランプユニットの外観を示す斜視図、図５は他の実施形態の加圧力
装置の断面図、図６はひずみゲージの概念構造図、図７は負荷を検出して電圧出力を得る
ブリッジ回路の実施例を示す図である。
【００１８】
　図１および図２において、動力伝達装置である加圧力装置１は、ベース２と上部フレー
ム４を２本のタイバー５で接続し、加圧板３は、ガイド軸受け６によってタイバー５上を
滑動し、加圧板３には出力軸アッセンブリー４０を介して動力変換部移動ケース２０が一
体的に組み付けられた構造となっている。
【００１９】
　電動機８の回転は、小タイミングプーリー９、タイミングベルト１０を介して大タイミ
ングプーリ１１に伝達され、回転伝達軸１２を介して送りネジ２１を回転させる。回転軸
１２は、深溝型玉軸受け１３とスラスト玉軸受け１４によって上部フレーム４に回転自在
に固定され、止め輪１５によって抜け止めされる。回転伝達軸１２と送りネジ２１はピン
１６によって連結される。回転軸１２と送りネジ２１は一体に形成することも可能であり
、回転軸１２を支持する転がり軸受けもテーパーローラ型軸受けを複数用いるなど軸受け
の形式はこれに拘らない。
【００２０】
　動力変換部移動ケース２０は、送りネジ２１の有効直径より径大な有効直径を持ち片側
にフランジ部を持つ雌ネジ２２と、雌ネジ２２を回転自在に支持する深溝型玉軸受２６と
が、動力変換部を構成するチューブ２４の内径に滑動自在に組み込まれてなる。さらに、
チューブ２４の内径にはバネ受け２７が滑動自在に組み込まれ、弦巻バネ２８がバネ受け
２７と深溝型玉軸受２６を介して雌ネジ２２を押し上げ、雌ネジ２２のフランジ部に一体
的に設置されたブレーキライニング３１を、動力変換部移動ケース２０の上部カバー２５
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と一体的に設置されたブレーキシュー３２に押し付ける。動力変換部移動ケース２０の上
部カバー２５と下部カバー２３には、送りネジを支持するためにチューブ２４と偏心して
深溝型玉軸受２９、３０を設置する。下部カバー２３は、出力軸アッセンブリー４０で加
圧板３と連結され、動力変換部移動ケース２０と一体に移動する。
【００２１】
　電動機８の駆動力を受けて回転する送りネジ２１は、空走区間では、偏心螺合された雌
ネジ２２を　回転数×ネジピッチ　の速度で移動させる。雌ネジ２２の移動は、深溝玉軸
受２６とバネ受け２７、弦巻バネ２８を介して動力変換部移動ケース２０の下部カバー２
３を押し、下部カバー２３と連結されている加圧板３を下向きに高速移動させる。
【００２２】
　加圧板３がワークに接触し、ワークからの反力を受けて加圧板３の下方移動が制限され
ると、送りネジ２１の回転トルクが雌ネジ２２にかかる弦巻バネ２８の初期押し付け力に
うち勝って雌ネジ２２を押し下げる。結果として、雌ネジ２２の回転を拘束していたブレ
ーキが解除され、雌ネジ２２は、送りネジ２１と螺合しながら回転する。
【００２３】
　雌ネジ２２の回転数は、送りネジ２１と雌ネジ２２の偏心量で決まり、送りネジ２１と
雌ネジ２２の接触点の半径をそれぞれｒ１、ｒ２とすれば、送りネジ回転数の（ｒ１／ｒ
２）倍で回転する。このような送りネジ２１と雌ネジ２２の差動回転によって、雌ネジ２
２の移動速度ｖは、
　　ｖ＝　ネジピッチ×送りネジ回転数×（１－ｒ１／ｒ２）
となり、摩擦力を無視して考えれば、送りネジ２１の回転トルクによって雌ネジ２２が発
生する加圧力は〔１／（１－ｒ１／ｒ２）〕倍となる。
【００２４】
　雄ネジと雄ネジより径大なる雌ネジを回転可能に支持し、偏心配置して回転運動を直線
運動に変換する方法については、特開昭６１－１８００６４号「回転運動を直線運動に変
換する法」に示されているので、詳細についてはこれを参照することができる。
【００２５】
　さらに好都合なことには、雌ネジ２２が回転を固定されている空走区間においては送り
ネジ２１と雌ネジ２２は通常のネジと同様に互いに滑り接触しながら回転運動を直線運動
に変換するが、加圧板３がワークに接触して雌ネジ２２の回転を拘束するブレーキが解除
されて雌ネジ２２が回転を始めれば、送りネジ２１と雌ネジ２２の接触点は転がり接触が
主体となり、滑り摩擦による損失が減少して電動機回転出力を有効に直線出力に変換でき
る。
【００２６】
　また、雌ネジ２２の回転拘束に使用する摩擦板要素についても、従来の発明に見られる
クラッチとは異なり、電動機の最大出力を伝達・拘束する必要はなく、ネジリード角と接
触点の摩擦力によって雌ネジ２２に発生する回転トルクを拘束できる容量があればよいこ
とになるために小型化が可能である。
【００２７】
　実施例では摩擦板型ブレーキ要素を示したが、歯噛み合い型の回転断続機構など他の方
法を用いることができる。
【００２８】
　前述の説明の通り本実施形態の動力伝達方法は、負荷力に応じて雌ネジ２２の回転を拘
束、又は拘束解除させることによって加圧板の移動速度と加圧力を自律的に切り換えるこ
とができることを示した。
【００２９】
　負荷力検知要素として働く弦巻バネ２８の初期押し付け力は、空走区間においてネジリ
ード角と接触点の摩擦力によって雌ネジ２２に発生する回転トルクを拘束でき、なおかつ
、電動機の最大トルクで送りネジ２１が回転したときに雌ネジ２２が回転拘束状態で発生
する雌ネジ２２の推力以下でなければならない。
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【００３０】
　このように、本実施形態の動力伝達装置は、電動機８の出力によって回転する送りネジ
２１と、送りネジ２１が軸方向に貫通して設けられ且つ送りネジ２１と相対回転自在に設
けられ、送りネジ２１の軸方向に沿った推力を負荷に伝達するための移動ケース２０と、
移動ケース２０の内部に配置され、送りネジ２１の有効径よりも大きい有効径を有し送り
ネジ２１と偏心螺合して推力を発生する雌ネジ２２と、移動ケース２０の内部に設けられ
、雌ネジ２２を移動ケース２０に対し相対回転自在に支持し、且つそれ自体が移動ケース
２０に対して軸方向移動が可能に配置された軸受け２６と、移動ケース２０に固定的に設
けられ、雌ネジ２２の外周面であるブレーキライニング３１が押しつけられたときに雌ネ
ジ２２の移動ケース２０に対する相対回転を拘束するブレーキシュー３２と、移動ケース
２０の内部に設けられ、軸受け２６を介して雌ネジ２２を軸方向に付勢し、無負荷時にお
いて雌ネジ２２の外周面であるブレーキライニング３１をブレーキシュー３２に押しつけ
るバネ要素２８と、を有し、移動ケース２０が負荷からの反力を受けて雌ネジ２２に発生
する推力がバネ要素２８による付勢力よりも大きくなったときに、雌ネジ２２が移動ケー
ス２０に対して軸方向に移動することによりブレーキライニング３１がブレーキシュー３
２から離れ、これによって雌ネジ２２の移動ケース２０に対する相対回転の拘束が解除さ
れ、送りネジ２１と雌ネジ２２とが差動回転するように構成されている。
【００３１】
　本実施形態の動力伝達機構を圧入やかしめを行うプレス機などの用途に使用するときに
は、バネ受け２７の端面と動力変換部移動ケース２０の下部カバー２３の上端面との間隔
で決まるバネ撓み量は１ｍｍ以下が好ましく、取り付け時のバネ初期撓みを大きく設定し
、バネ常数の小さなバネを使用するのがよい。
【００３２】
　図３は、本発明の動力伝達機構をクランプ装置として使用した好ましい実施例である。
【００３３】
　図３において、出力軸カバー２ａと入力軸カバー４ａは、複数本のタイバー５ａで互い
に接続固定され、ガイド部を持った動力変換部移動ケース２０ａはタイバー５ａ上を滑動
自在に組み付けられる。さらに、動力変換移動ケース２０ａ片側端面に出力軸４２ａが出
力軸カバー２ａを貫通して滑動自在に組み付けられる。出力軸４２ａは、前述の図２に示
す出力軸４２と同様中空円筒部材から成り、内部に送りネジ２１を収容すると同時に、端
面に図示しない先端金具などを取り付けるための雌ネジを有する。電動機８ａは、入力軸
カバー４ａにボルトなどを用いて取り付ける。好ましい例を示せば、電動機８ａは送りネ
ジ２１を一体に組み込まれたものを使用するのが望ましい。図３に示す出力軸カバー２ａ
は、空気圧クランプシリンダーなどで一般的に使われるピンジョイント取り付け形状をと
なっているが、これに拘るものではない。
【００３４】
　本実施形態の動力伝達機構は、ネジ機構によって回転運動を直線運動に変換しているた
めに、負荷側の反力によって送りネジが逆方向に回転させられることはなく、対象ワーク
をクランプした状態で電動機の電源供給を遮断するだけで現位置を保持することができる
ために、その他の位置保持機構は必要としない。
【００３５】
　本実施形態の動力伝達機構をクランプ用途に使用するときには、図２に示すバネ受け２
７と動力変換移動ケース２０の下部カバー２３の間隔を２～５ｍｍとして、バネ常数の大
きなバネを使用するのが好ましい。バネの初期押し付け力は、前述の通り、雌ネジ２２に
発生する回転トルクを拘束でき、なおかつ、電動機８の最大トルクで送りネジ２１が回転
したときに雌ネジ回転拘束状態で発生する雌ネジ２２の推力以下とし、バネ最大撓み時、
即ち、バネ受け２７と下部カバー２３が接触する時のバネ押し力は、送りネジ２１と雌ネ
ジ２２が差動回転して出力する最大推力よりも大きく設定するのがよい。このようなバネ
を使用することによって、電動機８の最大出力で雌ネジ２２を差動回転させ、対象ワーク
をクランプした後、電動機電源を遮断して雌ネジ２２を当該位置で自己保持停止させ、長
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時間対象ワークをクランプするときにワーク自身の熱変形などによって生じる微少な変位
を吸収して確実なクランプを行うことができる。
【００３６】
　本実施例では負荷検出要素として弦巻バネ２８を示したが、皿バネを単独で使用したり
バネ定数の異なる皿バネを複数個使用するなど弦巻バネ以外の弾性体を使用してもよい。
【００３７】
　図４は、本実施形態の動力伝達機構の入力軸端を６角形状や４角形状に形成して、小型
ネジ締め機など外部駆動源を用いてクランプ作業を行う時に好都合なユニットの実施例で
ある。
【００３８】
　図３に示したクランプ装置と同様に、出力軸カバー２ｂと入力軸カバー４ｂは、複数本
のタイバー５ａで互いに接続固定され、ガイド部を持った動力変換部移動ケース２０ａは
タイバー５ａ上を滑動自在に組み付けられる。さらに、動力変換部移動ケース２０ａの片
側端面に、出力軸４２ａが出力軸カバー２ａを貫通して滑動自在に組み付けられる。同様
に、出力軸４２ａは中空円筒部材から成り、内部に送りネジ２１を収容すると同時に、端
面に図示しない先端金具などを取り付けるための雌ネジを有する。送りネジ２１と連結さ
れた回転伝達軸１２ｂは、軸端を６角形状や４角形状に形成して入力軸カバー４ｂを貫通
して組み付けられる。
【００３９】
　大型組み立て装置や加工機などでは、ワークパレットにワークを固定し、ワークを装着
したワークパレットを装置や加工機に投入する。このような用途では、クランプとアンク
ランプの時間間隔が長いことから、ワークパレットにワークを装着する工程で、ロボット
や人がネジ締め機などを利用してワークを固定している。本実施形態の動力伝達機構を用
いた、駆動源を持たない小型のクランプユニットの用途を示す実施例となる。
【００４０】
　図５は、本実施形態の動力伝達機構に装着する負荷検出変換部の好ましい実施例を示す
。
【００４１】
　軸方向の加圧力を検出して電気信号に変換するための荷重検出部５０は、保護ケース５
３の上部フランジ部によって下部カバー２３下端面に接して固定され、保護ケース下部ガ
イドによって軸方向を滑動可能に保持された薄肉撓み円筒部５２を持つ荷重検出体５１と
、荷重検出体５１を加圧板３に当接させ、保護ケース５３下端部に抜け止めフランジ５４
を複数のボルト５８で取り付け、抜け止めフランジ外周部に設けた複数の溝を、段付きカ
ラー５７を介して加圧板３に、ボルト５６によって連結されてなる。さらに、薄肉撓み円
筒部５２の軸方向中央外周部の外周４等分位置にそれぞれ貼り付けられたひずみゲージＧ
Ｕ１、ＧＵ２、ＧＵ３、ＧＵ４と、それぞれのひずみゲージをブリッジ接続して外部接続
コネクター５５に配線されることによって構成される。
【００４２】
　図６は、ひずみゲージＧＵの概念構造を示し、図で示す方向の向きに薄肉撓み円筒部４
１の外周へ接着する。ひずみゲージＧＵは検出ゲージＢと補償ゲージＡから成っており、
ＴＡ、ＴＢ、ＴＣのリード線接続部を持っている。図７は、荷重検出体の薄肉撓み円筒部
５２に接着されたひずみゲージＧＵ１、ＧＵ２、ＧＵ３、ＧＵ４を接続したブリッジ回路
図であり、ＧＵ１、ＧＵ２、ＧＵ３、ＧＵ４は円筒外周部のそれぞれ９０°位相をずらせ
て接着したひずみゲージに対応している。ひずみゲージＧＵのリード線接続部はＴＡはＴ
Ａ同士、ＴＢはＴＢ同士接続され、ＴＣはそれぞれブリッジ回路のノードＥＡ、ＥＢ、Ｕ
Ａ、ＵＢに接続される。ひずみの測定は、ノードＥＡとＥＢの間に１０ボルト程度の定電
圧をかけ、ノードＵＡとＵＢの間に出力される電圧を信号処理して得られる。
【００４３】
　補償ゲージＡはひずみゲージ自体の持つ温度ドリフトや撓み円筒部の熱変形による出力
変動を補償し、撓み円筒部外周に４等分分割して接着されたひずみゲージは、ブリッジ接
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続することによって荷重検出体に働くかもしれない軸方向成分以外の加重による撓みを互
いにうち消し合い、軸方向荷重のみを検出するのに有効である。
【００４４】
　例えば、荷重検出変換部を図１に示す圧入装置のように装着させることによって、ワー
クの圧入作業と同時に圧入力が検出できるため、組み付け作業と検査が同時に行えること
になる。適正な圧入しろを確保して圧入作業を行うことによって、信頼性の高い製品の製
造が可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】本発明に係る実施形態の加圧力装置の外観を示す斜視図である。
【図２】加圧力装置の断面図である。
【図３】本発明に係る実施形態のクランプ装置の外観を示す斜視図である。
【図４】本発明に係る実施形態のクランプユニットの外観を示す斜視図である。
【図５】他の実施形態の加圧力装置の断面図である。
【図６】ひずみゲージの概念構造図である。
【図７】負荷を検出して電圧出力を得るブリッジ回路の実施例を示す図である。
【符号の説明】
【００４６】
１　加圧力装置（動力伝達装置）
２　ベース
２ａ，ｂ　出力軸カバー
３　加圧板
４　上部フレーム
４ａ，ｂ　入力軸カバー
５　タイバー
８　電動機
２０　動力変換部移動ケース
２１　送りネジ
２２　雌ネジ
２３　下部カバー
２４　チューブ
２５　上部カバー
２６　深溝玉軸受
２７　バネ受け
２８　弦巻バネ
３１　ブレーキライニング
４０　出力軸アッセンブリー
４２ａ　出力軸
５０　荷重検出変換部
５１　荷重検出体
ＧＵ　ひずみゲージ
【要約】
【課題】簡単な構造で、負荷に対応して回転運動を直線運動に変換する、安価で効率の高
い動力伝達方法及び装置を提供する。
【解決手段】送りネジ２１と、送りネジよりも径が大となる雌ネジ２２を偏心螺合させ、
ワークからの反力を弦巻バネ２８によって検知し、偏心螺合させた雌ネジ２２の回転拘束
を解除し、雌ネジ２２を回転させることによって送りネジ２１と雌ネジ２２を差動回転さ
せ、移動速度を減少させると同時に加圧力を増大させる。
【選択図】図２
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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